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研究成果の概要（和文）：　創薬バイオベンチャーの発明創出力と経営状況（倒産、経営継続、買収）に相関が
あることから、バイオベンチャーの特許明細書及び開発候補品を調査し、成功要因を明らかにすることを目的に
本研究行った。
　その結果、開発候補品の数と年間パテントファミリー数は、相関しなかった。また共同出願割合、出願人数、
発明者数に差はなかったものの、共同出願相手及び請求項の内容に違いが見られた。全体の請求項の内容も、倒
産グループは治療方法の発明が多いのに対し、M&Aグループでは標的、スクリーニング方法等の発明が多いこと
が明らかとなった。これらの結果に基づき、アライアンス戦略及び研究戦略の観点から成功要因について考察を
行った。

研究成果の概要（英文）： This research aims to clarify of success factors of biotech companies 
through analysis of their drug pipelines and patent specifications, based on our prior findings of 
correlation between their patent productivities and business conditions, that is bankruptcy, 
continuing and M&A. 
 Our analysis shows that there is no correlation between the number of drug candidates and annual 
patent families. We found differences in partner of joint patent application and contents of claims 
between bankruptcy group and M&A group, although there was no difference in ratio of joint patent 
application, and number of applicants and inventors. While treatment method claim of bankruptcy 
group is significantly higher, claims of drug target and method of screening of M&A group were 
significantly higher. We discuss success factors from perspectives of an alliance and R&D strategy. 
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１．研究開始当初の背景 
 バイオベンチャーは、ライフサイエンスの
先端的な知見を事業化に結びつける重要な
プレーヤーである。しかし、我が国では株式
上場（IPO）したバイオベンチャーは少なく、
また経営上の様々な課題に直面しているこ
とから、ライフイノベーション実現における
課題となっている。これまでのバイオベンチ
ャーの成功モデルに関する研究は事例研究
が多く、より一般性の高い成功要因の解明が
望まれている。バイオベンチャーの成功要因
に関する定量的解析として、IPO 時の資金調
達額が、立地、開発医薬品の数、研究者の労
働時間において相関があったことが報告さ
れている（文献 1）。しかし知的財産に関して
は、IPO 時の資金調達と特許保有数は相関し
ないこと（文献 1）、特許を保有していないバ
イオベンチャーも少なくなく、また特許数は
開発医薬品の数とも相関しないこと（文献 2）
が報告されており、知的集約型と位置づけら
れているにも関わらず、バイオベンチャーの
知的財産戦略の重要性はこれまで明らかと
されていなかった。 
 我々は先行研究における「特許」が米国で
特許権が付与された発明のみを対象として
おり、各バイオベンチャーの特許出願を網羅
的に検討されていない点について疑問に思
った。また、多くのバイオベンチャーは、IPO
時には売上が無く赤字の段階であるため、バ
イオベンチャーの評価を IPO 時ではなく、よ
り長期的に判断する必要性があるのではな
いかと考えた。そこで、バイオベンチャーの
事業評価を創業から 20 年以上経過した段階
の経営状況とし、全ての発明を対象として解
析を行った。 
 具体的には、米国証券取引委員会のデータ
ベースである EDGAR を用いて抽出された、
1990 年から 1995 年に米国で設立された創薬
バイオベンチャー123 社を研究対象とした。
各企業の 2012 年 9 月時点での状況から、倒
産グループ（27 社）、継続グループ（48社）、
M&A グループ（48 社）に分類した。M&A グル
ープは、買収先により、大手製薬企業に買収
されたグループ（M&A by Pharma）18 社と、
他のバイオベンチャーに買収されたグルー
プ（M&A by Biotech）30 社に細分類した。 
 各企業のパテントファミリーを Clarivate 
Analytics 社（旧 Thomson Reuter 社）の
Derwent Index を用いて検索し、各企業の年
間平均パテントファミリー数を算出した。そ
の結果倒産したバイオベンチャーの年間パ
テントファミリー数は1.6と他のグループに
比較して顕著に少なかった。一方、M&A グル
ープは年間パテントファミリー数が7.9と多
く、なかでも M&A by Pharma グループは 13.5
と顕著に多いことが明らかとなった。なお、
特許査定の割合、出願国数等においてグルー
プ間に差は無かった。 
 以上の結果から、発明の創出力がバイオベ
ンチャーの事業成功の鍵となることが推察

される。本研究は、バイオベンチャーの成功
要因について、発明の創出力の観点から分析
することにより、明らかにすることを目的と
した。 
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２．研究の目的 
 本研究は、バイオベンチャーの発明の創出
力の要因を明らかにすることにより、バイオ
ベンチャーの成功要因を導き出すことを目
的としている。本研究では、前述の通り構築
したバイオベンチャー企業データベース及
びパテントファミリーデータベースを用い
て定量的に解析することによって、成功する
バイオベンチャーの a)研究開発戦略、b）知
財戦略についてより一般性がある知見を得
ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 A. 開発品目数 
 発明の創出力に関係する要因の一つとし
て開発品目数があると考えられる。そこで各
バイオベンチャーの開発品目について、
EDGAR に掲載されている年報及び医薬品情報
データベースである Clarivate Analytics 社
（旧 Thomson Reuter 社）の Integrity を用
いて、継続グループを除く各バイオベンンチ
ャーの最終年度（倒産年又は買収年）の開発
医薬品数と開発段階を調査した。開発段階は、
前臨床段階〜第 2 相臨床試験までを「開発前
期」、第 3 相以降のものを「開発後期」とし
て集計した。 
 B. 特許分析 
 各パテントファミリーのうち、PCT 出願、
PCT 出願が無いファミリーについては第一国
出願を分析対象文献とした。 
書誌情報から、出願人、発明者、優先権主
張について調査した。また出願日から、創業
初期5年間における年間パテントファミリー
数についても検討を行った。 
また、各請求項の内容を、医薬物質、標的、
医薬組成物、医薬組成物（製剤等）、物（そ
の他）、医薬品製造方法、中間体等製造方法、
治療方法、診断方法、スクリーニング方法、
方法（その他）に分類し、集計した。請求項
の分析は、企業毎の平均値（企業ベース）及
び特許毎の平均値（特許ベース）の 2つの方
法で分析した。 



現時点において、倒産グループと M&A グル
ープの解析は完了しており、現在継続グルー
プの解析を行っている。 
 
４．研究成果 
 A. 開発品目数 
 各グループの平均開発品目数は、倒産グル
ープ：2.4 個、M&A グループ：4.9 個、M&A by 
Pharma:5.6 個、M&A by Biotech：4.6 個と、
倒産グループの平均開発品目数はM&Aグルー
プに比して有意に開発品目数が少ないこと
が明らかとなった。前述の通り、IPO 時の資
金調達額も開発品目数と相関があることが
示されており、本研究でもバイオベンチャー
の評価において開発品目数が重要であるこ
とが示された。 
 開発品目数と年間パテントファミリー数
の関係について、グループ間の傾向は同様で
あったものの、相関係数は 0.2 以下であり、
相関はみられなかった。また、開発品目の対
象疾患についてもグループ間に差は見られ
なかった。その理由の一つとして、開発候補
品は必ずしもベンチャー自らが創出したも
のだけではなく、外部導入によるものも含ま
れていることが考えられる。 
 
 B. 特許分析結果 
 ①創業初期における発明創出力の違い 
 発明の創出力の違いが、いつの時点で生じ
るのかを明らかにする目的で、創業 5年間の
年間パテントファミリー数を算出した。その
結果、創業 5年間の年間パテントファミリー
数も倒産グループが M&A グループに比して、
有意に少ないことが明らかとなった。倒産グ
ループ 27 社のうち 10 社は、創業 5年間に全
く特許出願を行っていなかった。このことか
ら、創業当初から各グループ間で発明の創出
力に違いがあることがわかった。 
 
 ②共同出願について 
 特許書誌情報から、平均出願人数は 1.1〜
1.2、平均共同出願割合は 13.5〜19.5%、平均
発明者数は 3.3〜3.8、平均優先権主張割合は
74.3〜83.2%、平均優先権主張件数 1.2〜1.8
とグループ間で差は見られなかった。また、
どのグループにおいても創業5年間の共同出
願割合が全期間のそれに比べて 10%多くなっ
ており、創業初期には他者とのアライアンス
がより活発に行っていることがわかった。な
お、発明者数、優先権主張割合、優先権主張
件数については、全期間と創業 5年間の比較
において、それほど大きな違いは見られなか
った。 
 次に、共同出願相手について特許出願ベー
スで分析を行った。どのグループにおいても
大学が最も多い共同出願相手であった。倒産
グループでは大学が共同出願相手の 70%を占
めた。M&A by Pharma グループでは、大学が
約 50%を占めるものの、製薬企業も 30%を占
めていた。M&A by Biotech グループでも大学

が 36%と最も多い割合を示すものの、製薬企
業が 27%、バイオベンチャーが 32%を占めて
おり、各グループにおいて共同研究相手が異
なることが推察された。 
 次に、共同出願相手毎に請求項の内容に違
いがあるかどうかについて検討を行った。大
学及び公的研究機関との共同出願において、
倒産グループでは、M&A グループに比して治
療方法の請求項が有意に多かった（図 1）。一
方、M&A グループはスクリーニング方法の請
求項が有意に多かった。M&A by Pharma グル
ープは標的の請求項が、倒産グループ及び
M&A グループに比して有意に多かった。この
ことから、倒産グループはアカデミアと新規
用途探索を行っているのに対し、M&A グルー
プは創薬標的探索を行っていることが推察
された。 

図 1: アカデミアとの共同出願分析 
**:p<0.01, *:p<0.05 
 
 企業との共同出願の内容は、大手製薬企業
又はバイオベンチャーとの共同出願が7件し
かなかった倒産グループを分析対象とせず、
M&A グループのみ解析した。大手製薬企業と
の共同出願はアカデミアとの共同出願と比
較して、医薬物質の請求項が多く、M&A by 
Biotech グループにおいて特に多かった（図
2）。M&A by Pharma グループでは大手製薬企
業との共同出願においても標的の請求項が
多かった。バイオベンチャーとの共同出願に
おいては、治療方法の請求項が多かった。そ
の他、M&A by Pharma グループでは医薬物質
の請求項が多かった。 

図 2: 企業との共同出願分析 
**:p<0.01, *:p<0.05 



 
 
M&A by Biotech グループでは、診断方法、ス
クリーニング方法の請求項が多かった。 
以上のことから、共同出願割合においてグ
ループ間に差は見られないものの、その相手
先及びその内容については違いが見られた。
よって、アライアンス戦略が、バイオベンチ
ャーの事業成果に影響を与えていることが
示唆された。 
 
 ③請求項の違い 
 各グループにおける全パテントファミリ
ーの請求項の分析を行った。企業ベースの解
析では、倒産グループでは医薬組成物、医薬
製造方法の請求項が多い他は、特に違いはな
く、どのグループでも治療方法の請求項が多
かった。創業 5年間のパテントファミリーで
は、M&A by Pharma グループで標的の請求項
が多いこと、M&A by Biotech で診断の請求項
が少ないという違いがあった。 
 特許ベースの解析では、倒産グループでは
医薬組成物、治療方法の請求項が多く、用途
発明が多いことが推察された（図 3）。一方、
M&A グループは、スクリーニング方法の請求
項が多いという特徴があった。M&A by Pharma
グループは更に標的、診断の請求項が多かっ
た。 

図 3: 特許ベースによる請求項分析 
**:p<0.01, *:p<0.05 
 
この結果から、M&A グループは医薬品開発の
上流から発明を出しているのに対して、倒産
グループでは、下流である用途開発から発明
を出していることが示唆された。このような
研究戦略の違いが、発明の創出力の違いにつ
ながり、20 年後の経営状況に差を生み出した
可能性がある。 
 
 本研究の結果から、倒産グループと M&A グ
ループにおける発明の内容及びアライアン
スに違いがあることが明らかとなった。今後
はこの示唆について、各バイオベンチャーの
年報を精査することにより確認をしていく。
また研究戦略及びアライアンス戦略に影響
を及ぼした要因についても今後精査してく
予定である。 
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